
 

 
 

令和８年６月１８日 

 

全国初のインドビジネス支援プラットフォームを設立 
～関西の関係機関が一体となってインドでのビジネス展開を支援します～ 

 

インドでのビジネス展開を目指す関西企業を強力に支援するため、近畿経済産業

局は、在大阪・神戸インド総領事館と共同で「インド・関西ビジネスフォーラム」（略称：

IKBF）を設立します。 

本フォーラムには、インドでのビジネスを支援している関西の自治体、経済団体、支

援機関に加え、インド最大級の経済団体であるインド工業連盟（CII）が参画し、関西企

業のインドビジネス推進に有益な事業を継続的に展開していきます。 

令和８年７月２８日（火）には、本フォーラムの目指す方向性や事業内容などを説明

する設立記念シンポジウムを大阪市内で開催します。 

このような取組を通じ、高い経済成長と１４億人超の巨大な人口を背景に成長し続

けるインド市場を関西企業が獲得することを期待します。 

 

１．「インド・関西ビジネスフォーラム」（IKBF）とは 

インドでのビジネスを進める企業を対象に、関西に所在する以下の機関等が連携し

て支援事業を展開していきます。 

 

■ IKBF参画機関 

  事 務 局： 在大阪・神戸インド総領事館、近畿経済産業局 

  幹事機関： 大阪商工会議所、（独）日本貿易振興機構大阪本部、（独）中小企業 

基盤整備機構近畿本部、インド工業連盟 （CII） 

  会員機関： 福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、京都 

市、大阪市、堺市、神戸市、（公社）関西経済連合会、（一社）関西経済 

同友会、（公財）大阪産業局、（株）日本貿易保険大阪支店、（独）国 

際協力機構関西センター、（独）工業所有権情報・研修館近畿統括 

本部、（一財）海外産業人材育成協会関西研修センター、（公財）太平 

洋人材交流センター、（一社）関西日印協会  ※順不同 

 

■ IKBFの主な事業 

1. インドでのビジネスに関する最新動向等の有益な情報を提供するセミナーの

開催 

2. 関西企業の技術・製品・サービスとインド企業ニーズの把握・連携支援 

3. インド企業と関西企業とのビジネス交流の場の提供 

4. インドで開催される展示会への関西企業の出展支援 

5. 関西企業のインドビジネス推進に資する高度人材の採用・育成支援 

6. 関西企業からの相談に一元的に対応する「関西・インドデスク」の設置  等 



 

２．IKBF設立の経緯 

・インドビジネスを支援する各機関が持つ情報やノウハウを共有するため、近畿経済

産業局の呼びかけにより、令和７年１月に「関西・インドビジネス交流促進連絡会議」

を発足し、自治体、経済団体、支援機関等の参画の下、これまで３回の会合を行っ

てきましたが、本会議では、情報共有のみにとどまらず、互いが持つネットワーク等

を活用し、協働で事業を行うことの必要性が強く認識されるようになってきました。 

・そのような中、令和７年８月のナレンドラ・モディ首相の訪日時の日印首脳会談で、

「日印首脳共同声明」、「今後１０年に向けた日印共同ビジョン」等が発表されました。 

・この「日印首脳共同声明」において「関西・インドビジネス交流促進連絡会議」が紹

介されるとともに、「今後１０年に向けた日印共同ビジョン」では、「インド・関西ビジネ

スフォーラム」を通じた中小企業を含む商業及びビジネスパートナーシップの強化等

が明記されました。 

・これを受け、この日印の協力関係の枠組みの下、関西としてインドビジネス支援をさ

らに強力に進めていくため、「関西・インドビジネス交流促進連絡会議」を発展させ、

「インド・関西ビジネスフォーラム」（IKBF）を設立することになったものです。 

 

３．今後の予定 

令和８年７月２８日（火）に、本フォーラムが目指す方向性や事業内容などを説明す

る設立記念シンポジウムを以下のとおり大阪市内で開催します。 

 

■ インド・関西ビジネスフォーラム設立記念シンポジウム 

【日 時】令和８年７月２８日（火） １４時～１７時 

【場 所】帝国ホテル大阪 エンパイアルーム（大阪市北区天満橋 1-8-50） 

【主 催】インド・関西ビジネスフォーラム 

【事務局】在大阪・神戸インド総領事館、近畿経済産業局 

【次 第】 

◇開会挨拶： 駐日インド共和国特命全権大使 ナグマ・モハメド・マリック 閣下 

近畿経済産業局長 武田 家明 

◇IKBFの設立趣旨、概要説明： 近畿経済産業局 

◇インドの最新情報： インド側関係者 

◇インドビジネス支援制度の説明： 経済産業省、大阪商工会議所、 

（独）日本貿易振興機構、（独）中小企業基盤整備機構 

◇関西企業からの事例共有： 

               株式会社大紀アルミニウム工業所、枚岡合金工具株式会社 

◇閉会挨拶： 在大阪・神戸インド総領事館 総領事 チャンドル・アッパル 氏 

◇ネットワーキング：  登壇者・参加者の交流セッション 

 

 

 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

  近畿経済産業局 国際部 国際事業課長 伊藤 

   担当者：小橋、木下 

   電  話：０６－６９６６－６０３２  


